
＜Ｐ１．表紙＞ 
 
 みなさま、おはようございます。 
  
 本日はご多忙のなか、十六フィナンシャルグループの決算説明会にご出席いた

だき、誠にありがとうございます。 
  
 社長の池田でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 
  
 それでは、2ページの目次をご覧ください。 
 
  
  
  
  
  



＜Ｐ２．目次＞ 
 
 今回はまず、当社の「2023年度 決算」について説明します。 
  
 その後、第２部「企業価値向上に向けた取組み」、続いて第３部「サステナビリ

ティへの取組み」、第４部「第2次中期経営計画の進捗状況」の順に進めます。 
  
 3ページをご覧ください。 
  
  



＜Ｐ３．サマリー＞ 
 
 こちらは、今回の説明会の「サマリー」です。 
  
 次ページ以降、これらの内容を中心に説明します。 
  
  
  
  
  



＜Ｐ４．第１部「2023年度 決算」＞ 
 
 それでは、第１部「2023年度 決算」について、５ページをご覧ください。 
  
  
  
  



＜Ｐ５．連結決算サマリー＞ 
 
 今回の説明資料では、それぞれのページのポイントを、スライド上部に記載して

います。 
  
 ①連結コア業務粗利益は、資金利益が増加した一方で、その他業務利益が減少

し、前期比12億円減少の733億円となりました。 
 

 ②経費は、戦略的なＤＸ投資の実施などにより物件費が増加したことから、前期
比2億円増加の441億円となり、③連結コア業務純益は、前期比14億円減少の
292億円となりました。 

  
 ④経常利益は、株式等関係損益の増加などにより、前期比7億円増加の279億

円、⑤親会社株主に帰属する当期純利益は、前期比7億円増加の193億円とな
り、6期連続の増益となりました。 

  
 6ページをご覧ください。 



＜Ｐ６．十六銀行単体決算サマリー＞ 
 
 続いて、十六銀行の単体決算サマリーです。 
  
 ①コア業務粗利益は、国内部門については、前期比13億円の増収と堅調に推移

したものの、国際部門における外貨運用等の収益が、前期比28億円減少したこ
とにより、前期比15億円減少の642億円となりました。 
 

 ②経費は、戦略的なＤＸ投資の実施などにより物件費が増加し、前期比2億円増
加の373億円となり、③コア業務純益は、前期比17億円減少の268億円とな
りました。 

  
 ④経常利益は、外債等のロスカットの実施による国債等債券損失を株式等関係

損益で補い、前期比5億円増加の260億円、⑤当期純利益は、前期比8億円増
加の187億円となり、7期連続の増益となりました。 

  
 ７ページをご覧ください。 



＜Ｐ７．連結コア業務純益＞ 
 
 続いて、「連結コア業務純益」につきましては、その他業務利益の減少などにより、

前期比14億円減少の292億円となりました。 
  
 8ページをご覧ください。 
  

  

  
  



＜Ｐ８．経費・修正ＯＨＲ＞ 
 
 こちらは、「経費」と「修正OHR」の推移です。 
  
 連結の経費は、ベアの実施による給与報酬の増加を人員の自然減による減少が

上回ったことから、人件費が若干減少した一方で、店頭タブレットやグループ
ウェア導入などのＤＸ投資、シンボルマークのFG統一化に伴う看板取替えなど
により物件費が増加したことから、全体では前期比2億円増加しました。 

  
 この結果、修正OHRは、連結で60.20％、十六銀行単体で58.21％となりまし

た。 
  
 9ページをご覧ください。 
  



＜Ｐ９．資金利益・貸出金＞ 
 
 ここからは、十六銀行単体の計数を中心に説明します。 
  
 まずは「資金利益」と「貸出金」の状況です。 
  
 資金利益は、日銀預け金利息が減少したものの、円貨有価証券利息配当金が増

加したことなどから、前期比22億円増加の540億円となりました。 
  
 円貨貸出金平残は、前期比1,582億円増加の4兆7,452億円と堅調に推移し、

事業性貸出の証書貸付ストックレートは前期比＋0.008ポイントの0.836%と
なりました。 

  
 10ページをご覧ください。 
  

  



＜Ｐ１０．役務取引等利益・手数料関連収益＞ 
 
 「役務取引等利益」の状況です。 
  
 手数料関連収益は、十六銀行での投資信託関係手数料の増加や十六ＴＴ証券で

の預り資産関連収益の増加により過去最高となりました。 
  
 11ページをご覧ください。 
  



＜Ｐ１１．有価証券＞ 
 
 「有価証券」の状況です。 
  
 上段の有価証券評価損益は、全体で前期比510億円増加の913億円の評価益

となりました。 
   
 12ページをご覧ください。 
  



＜Ｐ１２．与信関係費用・不良債権残高＞ 
 
 「与信関係費用」と「不良債権残高」の状況です。 
  
 上段の与信関係費用は、前期比9億円減少の5億円となりました。 

  
 また、不良債権比率は、前期比０.08ポイント改善の１.27％となり、過去最低と

なりました。 
  
 13ページをご覧ください。 
  

  



＜Ｐ１３．顧客向けサービス業務利益・グループ会社利益＞ 
 
 「顧客向けサービス業務利益」と「グループ会社利益」の状況です。 
  
 上段の顧客向けサービス業務利益は、退職給付改定益11億円の減少を主因に、

前期比16億円減少の137億円となりました。 
 

 また下段の、十六銀行を除く子会社の連結決算に寄与した当期純利益の合計は、
主要4社の売上高・利益が前期比いずれも伸長したことにより、19億46百万円
となりました。 

 
 14ページをご覧ください。 
 



＜Ｐ１４．自己資本比率・連結ROE＞ 
 
 続いて、「自己資本比率」と「連結ROE」の状況について説明します。 
  
 上段の自己資本比率は、連結で10.81％、単体で9.67％となり、健全な水準を

維持しています。 
  
 また、下段のROEにつきましては、有価証券評価差額金の増加により、純資産

が大きく増加したことを要因に十六ＦＧ連結では4.62％、十六銀行単体では
5.08％となりました。 

   
 15ページをご覧ください。 
 



＜Ｐ１５．政策投資株式＞ 
 
 「政策投資株式」の状況です。 

 
 2022年9月末の簿価を基準として、2028年3月末までに約25％を縮減する

という方針のもと、継続的な縮減に取り組んでおり、2024年3月時点の簿価
ベースで42億円削減しています。 

  
 また、時価ベースでは、基準の2022年9月末から、207億円削減しましたが、

保有株式の株価上昇により増加しております。 
 

 引き続き縮減に取り組んでまいります。 
 
 16ページをご覧ください。 
  



＜Ｐ１６．株主還元＞ 
 
 続いて、「株主還元」の状況につきましては、増配により、2024年3月期は、総

還元性向が37.5％、配当性向が30.1％となりました。 
 

 また、自己株式の取得は３期連続で実施しており、引き続き株主還元の充実を
目指してまいります。 

  
 17ページをご覧ください。 
 



＜Ｐ１７．業績予想・配当予想＞ 
 
 2025年3月期の「業績予想」については、今後の金融政策・為替相場の動向を

勘案し、与信関係費用を保守的に見積り、昨年並みの利益水準を維持する予想
としています。 

  
 また、「配当予想」は、中間配当80円、期末配当80円の年間160円を予想して

います。  
 

 なお、業績予想、配当予想については、７期連続の増益、6期連続の増配を目指
してまいります。 
 

 第1部「2023年度 決算」の説明は以上となります。 
  
 続きまして、18ページをご覧ください。 
  
 



＜Ｐ１８．第2部「企業価値向上に向けた取組み」＞ 
 
 第2部では、「企業価値向上に向けた取組み」について説明します。 

 
 19ページをご覧ください。 
  
  
  
  



＜Ｐ１９．当社グループの歩み＞ 
 
 こちらは、2021年10月の十六フィナンシャルグループ設立を起点とした「当社

グループの歩み」となります。 
 

 第1次経営計画では、低金利環境への打ち手として、「異業種との連携」や「新会
社の設立」をスピード感をもって実施してまいりました。 
 

 これらを基盤として2023年4月より長期ビジョンをスタートし、10年後のなり
たい姿である「一歩先を行き、いつも地域の力になる」ことを目指しています。 
 

 また、長期ビジョンの前半5か年を計画期間とする第2次中期経営計画では、
10年後のなりたい姿からバックキャストで描いた4つの基本戦略、「トランス
フォーメーション戦略」、「ヒューマンイノベーション戦略」、「マーケットインアプ
ローチ戦略」、「地域プロデュース戦略」を推進していくことで、企業価値向上に
つながる成果を獲得してまいります。 
 

 20ページをご覧ください。 
  



＜Ｐ２０．当社グループの成長戦略＞ 
 
 こちらは、「当社グループの成長戦略」になります。 

 
 地域や企業のさまざまな課題等に対し、当社グループのみで成長できるコア事

業は、経営リソースを重点配分することで成長していくとともに、今後、地域社
会からの要請が高まると予想される事業については、あらゆる業種との協業や
合弁により、コストと時間をかけずに成長してまいります。 
 

 21ページをご覧ください。 
 
 

20 



＜Ｐ２１．資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応＞ 
 
 PBRの改善に向けて、これらのロジックツリーをもとに「持続的な利益成長」と

「ROEの向上」、「株主資本コストの引下げ」など、具体的な取組みを実践してい
くことで、当社グループの企業価値向上をはかってまいります。 
 

 22ページをご覧ください。 
  



＜Ｐ２２．資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応＞ 
 
 配当金総額は５年間で２倍超に増加するとともに、当社株主数も安定的に増加

しています。 
  
 23ページをご覧ください。 
  
 



＜Ｐ２３．資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応＞ 
 
 こちらは、当社、地銀平均、日経平均の株価推移となります。 

 
 2021年10月の当社設立以降、当社グループの取組みを評価いただき、2024

年3月末の株価は4,790円と2.4倍に増加し、時価総額1,816億円となりまし
た。 
 

 また、前期と比べ、当社の株価は1.69倍となっており、地銀平均、日経平均を上
回る上昇となっています。 

  
 24ページをご覧ください。 
 

23 



＜Ｐ２４．資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応＞ 
 
 左側のPBRの推移につきましては、1年間で0.14ポイント改善しました。 

 
 右側のPBR、ROE、PERの推移につきましては、2017年3月末を100とした

場合、ROEが154、PBRが100、PERが70となっています。近年のROE向上
に加え、2023年度はPERが上昇したことにより、PBRは大きく改善しました。 

  
 なお、25ページは、円貨バランスシートの状況となります。 

 
 第2部「企業価値向上に向けた取組み」の説明は以上となります。 

 
 続きまして、26ページをご覧ください。 

 



＜Ｐ２５．資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応＞ 
 
ー 

25 



＜Ｐ２６．第3部「サステナビリティへの取組み」＞ 
 
 第3部では、「サステナビリティへの取組み」について説明します。 

 
 27ページをご覧ください。 

 
  
  
  
  



＜Ｐ２７．価値創造プロセス＞ 
 
 こちらは、「価値創造プロセス」です。 
  
 私たちの使命である「お客さま・地域の成長と豊かさの実現」のもと、企業活動

を通じて、あらゆるステークホルダーへ価値を提供していくことで、サステナビ
リティの実現を目指しています。 

  
 28ページをご覧ください。 
 



＜Ｐ２８．重点課題（マテリアリティ）への取組施策＞ 
 
 こちらは、以前よりお示ししている、当社グループの５つの重点課題（マテリアリ

ティ）と主な取組施策です。 
  
 29ページをご覧ください。 
  



＜Ｐ２９．サステナビリティＫＰＩの進捗状況＞ 
 
 ５つの重点課題（マテリアリティ）に対して、2022年5月に設定した「サステナビ

リティKPI」は、いずれの項目も順調に進捗しています。 
   
 30ページをご覧ください。 



＜Ｐ３０．めざす姿～VISION～と重点項目＞ 
 
 さらには、５つの重点課題（マテリアリティ）ごとに重点項目を設定しており、次

ページ以降で、活動状況について説明します。 
  
 それでは31ページをご覧ください。 
  



＜Ｐ３１．マテリアリティ ～地域経済の活性化～＞ 
 
 地域経済の活性化の取組みとなります。 

 
 左側のグラフのとおり、2023年度の「サステナブルファイナンス実行額」は総額

4,594億円となり、2030年度の目標比22.9％の進捗率となりました。 
  
 また、右側のグラフのとおり、2023年度のグループ預り資産残高は4,637億

円となり、2030年度の目標比84.3％の進捗率となりました。 
  
 32ページをご覧ください。 



＜Ｐ３２．マテリアリティ ～地域経済の活性化～＞ 
 
 左側のグラフのとおり、投資専門会社のNOBUNAGAキャピタルビレッジでは、

地域経済・金融にシナジーのある企業や、事業共創が可能な企業への投資を加
速しており、設立から3年間の累計で32件、7億35百万円となりました。 

  
 また、右側下段の表のとおり、経営承継支援を行うNOBUNAGAサクセション

では、2023年7月の事業開始以降、経営承継コンサルティングに関して33件
のアドバイザリー契約を締結しています。 

  
 33ページをご覧ください。 

  

  



＜Ｐ３３．マテリアリティ ～地域経済の活性化～＞ 
 
 左側のグラフのとおり、資産形成支援では投信積立の拡大に注力し、月間掛込

額、契約先数はともに堅調に増加していることに加え、下段の表のとおり、金融
リテラシー教育に関する活動も積極的に実施しています。 

  
 さらに、右側のとおり、2024年2月に、リテール分野の強化に向けてりそなグ

ループと新たな協業を開始し、この秋には「ファンドラップ」を、来年春には「バン
キングアプリ」のリリースを予定しています。 
 

  
 34ページをご覧ください。 

  

  



＜Ｐ３４．マテリアリティ ～地域社会の持続的発展～＞ 
 
 地域社会の持続的発展の取組みとなります。 

 
 カンダまちおこしでは、企業版ふるさと納税マッチングサービス「CoLoＲs」にお

いて、34自治体まで提携を拡大し、左側下段の表のとおり、寄付実績は大きく
伸長しています。 

 
 また、右側下段のとおり、2024年5月に世界遺産の白川郷がある岐阜県白川

村と協定を結び、地域活性化に向けた「財源開発」をサポートしていきます。 
  
 35ページをご覧ください。 

  

  

  

 



＜Ｐ３５．マテリアリティ ～地域社会の持続的発展～＞ 
 
 左側下段の表のとおり、十六電算デジタルサービスでは、2023年度にIT・デジ

タル化による業務効率化などの案件を277件受注し、地域企業のDXに貢献し
ています。 

  
 また、右側下段のとおり、十六リースでは、2024年５月にグループ連携により、

地域活性化に向けたスタートアップ企業との事業共創を開始しています。 
  
 36ページをご覧ください。 

  

  

  

 



＜Ｐ３６．マテリアリティ ～環境保全と気候変動対策～＞ 
 
 当社では、気候変動への対応とTCFDに沿った情報開示を進めています。 
  
 2024年4月には、TNFDフォーラム、および経済産業省が主導するGXリーグ

に参画し、5月には、Scope3の算定範囲拡大や、Scope3までの第三者保証
取得を実施しました。 

  
 37ページをご覧ください。 



＜Ｐ３７．マテリアリティ ～環境保全と気候変動対策～＞ 
 
 環境保全と気候変動対策の取組みとなります。 

 
 2024年3月時点のCO2排出量は、スライド左側のとおり、「2013年対比で

42.7%削減」し、2030年度のカーボンニュートラル達成に向け計画通りに進
捗しています。 

  
 38ページをご覧ください。 



＜Ｐ３８．マテリアリティ ～環境保全と気候変動対策～＞ 
 
 当社グループの「紙使用量」は、ロットスキャナの導入やGoogle Workspace

（GWS）活用による業務のデジタル化により、2019年度比で33.5％削減して
います。 

  
 また、右側のとおり、2024年3月時点における全営業車両に占めるHV・EV車

の割合は、12.6%に上昇しています。 
  
 39ページをご覧ください。 



＜Ｐ３９．マテリアリティ ～環境保全と気候変動対策～＞ 
 
 左側の表のとおり、脱炭素支援メニューの拡充や脱炭素コンサルティングの強

化により、地域企業の温室効果ガス排出量の算定・削減目標設定などの支援実
績は大きく増加しています。 
 

 こうした取組みを評価いただき、2024年3月に、21世紀金融行動原則の
「2023年度最優良取組事例 環境大臣賞（地域部門）」を受賞しました。 

  
 40ページをご覧ください。 

  



＜Ｐ４０．マテリアリティ ～多様な人材の活躍推進～＞ 
 
 多様な人材の活躍推進の取組みとなります。 

 
 左側のグラフのとおり、2023年度の女性管理職比率は、前期比1.4ポイント上

昇し、9.1%となりました。 
 

 また、この6月には、当社初のプロパーの女性取締役を起用します。 
  

 41ページをご覧ください。 
  
  



＜Ｐ４１．マテリアリティ ～多様な人材の活躍推進～＞ 
 
 人的資本経営を実践していくうえで優秀な人材の確保に注力しており、左側上

段の表のとおり、2025年度の新卒採用予定者数は150名を計画しています。 
  
 また、右側のとおり、エンゲージメント向上に向けた取組みとして、2年連続の初

任給引き上げ、および賃上げの実施を決定しています。 
 

 こうした取り組みもあり、若年層の自己都合退職者数は減少しています。 
  

 42ページをご覧ください。 
  
  



＜Ｐ４２．マテリアリティ ～多様な人材の活躍推進～＞ 
 
 人的リソースの活用につきまして、左側のとおり、社員が「幅広い事業領域で

キャリアチャレンジ」できるよう、社内公募制度を利用してグループ会社や異業
種のパートナー企業に人材を積極的に配置しています。 

  
 また、右側のとおり、地域のために能力を最大限発揮できる人材の育成などに

注力しており、年間研修費用や年間研修時間、研修参加人数はいずれも伸長し
ています。 

  
 43ページをご覧ください。 
  
  



＜Ｐ４３．マテリアリティ ～ガバナンスの高度化～＞ 
 
 ガバナンスの高度化の取組みとなります。 

 
 ２０２3年度中に「危機発生時における初動対応訓練」を8回、「投資家との対話」

を30回行い、いずれも目標を大きく上回りました。 
 

 また、左側下段のとおり、国内外において人権への意識が高まるなか、企業の事
業活動における人権尊重の取組みを推進するため、2024年3月に「人権方針」
を制定しました。 

  
 第3部「サステナビリティへの取組み」の説明は以上となります。 

 
 続きまして、44ページをご覧ください。 
 
  
  



＜Ｐ４４．第4部「第2次中期経営計画の進捗状況」＞ 
 
 第4部では、「第2次中期経営計画の進捗状況」について説明します。 

 
 少し飛びまして、47ページをご覧ください。 
  
  
  
  



＜Ｐ４５．長期ビジョンの概要図＞ 
 
ー  
  

  



＜Ｐ４６．第2次中期経営計画の概要図＞ 
 
ー  
  



＜Ｐ４７．トランスフォーメーション戦略＞ 
 
 4つの基本戦略のうち、まずトランスフォーメーション戦略では、あらゆる業務を

デジタル化するとともに、全社員の創造力を高め、グループの生産性最大化を
実現していきます。 

  
 DX推進に向けたソフトバンクの全面協力により、2023年9月に十六銀行にお

いて新たなグループウェアの「Google Workspace（GWS）」を導入しました。 
 

 また、2024年3月にはグループ全11社のグループウェアを統一し、コミュニ
ケーションの刷新を通じた「真の変革」に挑戦してまいります。 

 
 さらには、店頭タブレットやロットスキャナ、ＧＷＳ等の生産性最大化に向けたＩＴ

投資の実施に加え、今後はバンキングアプリ等への投資を計画しています。 
 
 48ページをご覧ください。 
 



＜Ｐ４８．ヒューマンイノベーション戦略＞ 
 
 続いて、ヒューマンイノベーション戦略では、新人事制度を中心に全社員のモチ

ベーションアップやスキル向上に資する取組みを実行し、一人ひとりが自立的か
つ最大限に活躍できる組織環境を整備していきます。 

 
 また、ソフトバンクや東海東京フィナンシャル・ホールディングスとの人事交流に

より、外部の専門的な知識等を取り入れ、当社のノウハウとの融合を図っていま
す。 

  
 さらには、社員一人ひとりが「働きがい」を持って、モチベーション高く業務に取

り組めるよう、社長・頭取自ら若手社員の本音を聴く「サステナミーティング」を
開催しています。2022年8月より、毎回5・6名の少人数制で実施しており、
2023年度までの累計で27回開催、157名が参加しています。 

  
 49ページをご覧ください。 
 



＜Ｐ４９．マーケットインアプローチ戦略＞ 
 
 マーケットインアプローチ戦略では、コアビジネスの深化に加え、グループ機能の 

最大限の発揮や社会的ニーズを捉えた新規事業領域の拡大により、お客さまや
地域の多様なニーズにお応えしていきます。 

  
 りそなHDとのリテール分野における戦略的業務提携につきましては、ファンド

ラップ、バンキングアプリに続く新たな施策を実施してまいります。 
 

 また、十六銀行および十六TT証券では、2024年1月に、地元企業を投資対象
としてファンド資金の一部を「岐阜県・愛知県の未来づくり」のために寄付するオ
リジナルファンド「ノブナガファンド」を販売開始するなど、NISA口座拡大に向
けた取組みを積極的に推進しています。 

  
 50ページをご覧ください。 
  
  
 



＜Ｐ５０．地域プロデュース戦略＞ 
 
 最後に、地域プロデュース戦略では、グループが持つ幅広い事業領域を最大限

に活かし、当社グループが中心となって地域経済の活性化や地域社会の持続的
発展に貢献していきます。 

 十六銀行が創立150周年を迎える節目の年となる2027年に新たな本部ビル
の建設を計画しており、グループ一体でのビジネス推進体制に向け本部機能を
集約します。「美しく居心地の良い共有空間」と「時代を先取りしたワークプレイ
ス」を備えた拠点を整備することで、中心市街地の魅力と回遊性の向上を目指
してまいります。 

 右側上段の、十六銀行が美濃市などとともに取り組んだ「歴史的資源を活用し
た古民家再生事業の取組み」が、内閣府の地方創生ＳＤＧｓ官民連携取組事例の
最も優れた取組みに選定され、「内閣府地方創生推進事務局長賞」を受賞しまし
た。 

 51ページをご覧ください。 

 



＜Ｐ５１．第2次中期経営計画の計数目標に対する進捗状況＞ 
 
 以上の第2次中期経営計画の「4つの基本戦略」のもとグループの成長を加速さ

せることで、計数目標達成に向けて、「収益性」「効率性」「健全性」の向上を目指
してまいります。 



＜Ｐ５２．最終ページ＞ 
 
 引き続き、十六フィナンシャルグループにご注目いただきますとともに、多くの

ご支援・ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。 
  
 以上をもちまして、私からの説明を終わります。ご清聴、ありがとうございまし

た。 
  

以 上 




